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を職員に伝え，翌 15 日に，手紙を受理された。2 月 19 日に，津久井警察署
106（193）
） 詳細については，山本輝之「精神保健福祉法の改正について―保護者の義務規定の削除と医


































































立教法学 第 97 号（2018)
104（195）
































































。すなわち，法 27 条 1 項が，「都道府県知事は，申請，通報があった
者について調査の上必要があると認めるときは，その指定する指定医をして診








































） 精神保健福祉研究会監修『四訂精神保健福祉法詳解』（2016 年）256 頁参照。
る。そして，この適正手続きに関しては，「市民的及び政治的権利に関する国















れたのである。そして，この国際人権規約 9 条 4 項の「逮捕又は抑留によって
自由を奪われた者は，裁判所（court）がその抑留が合法的であるかどうかを
遅滞なく（without delay）決定すること」という要請を受けて，精神保健福祉













立教法学 第 97 号（2018)
100（199）






























） 山上晧＝岡田幸之「触法精神障害者と措置入院」日本精神科病院協会雑誌 17 巻 2 号（1998
年）8頁以下参照。
10） この点について，医療観察法 42 条 1 項の解釈・適用が争点となった福岡高決平成 18 年 1 月

























19 条の 4 第 2 項 1号により当該職務に関しては，「公務員」として職務を行う











立教法学 第 97 号（2018)
98（201）
11） 小田晋＝山上晧＝五十嵐禎人＝山内俊雄「特集・司法精神医学の今日的課題［座談会］司法




































12） 藤永幸治＝河上和雄＝中山善房編『大コンメンタール刑事訴訟法第 3 巻』（2004 年）744 頁
［今崎幸彦執筆］参照。























の診察の結果が一致することが必要である（法 29 条 2 項）が，措置解除の場合
には，指定医 1名の診察は要件とされてはいるが，指定医 2名以上の診察の結








立教法学 第 97 号（2018)
96（203）
14） 柑本美和「個人情報保護法と精神科医療」臨床精神医学 47 巻 1 号（2018 年）39 頁以下。
15） 山田耕司「治療の目的で救急患者から尿を採取して薬物検査をした医師の通報を受けて警察
官が押収した上記尿につきその入手過程に違法はないとされた事例」法曹時報 58 巻 10 号
（2005 年）270 頁。





る必要があるという指摘もある。たしかに，精神保健福祉法 29 条の 4は，「都

















































境に関し，措置入院者及びその第 33 条第 2 項に規定する家族等からの相談に
応じさせ，及びこれらの者を指導させなければならない。」とする規定を新設
し，医療保護入院者の退院による地域における生活への移行を促進するための





























「退院後支援計画」を作成し（47 条の 2 第 1 項），退院後の医療その他の援助の
内容や，援助を行う期間について計画上明示する，退院後は，患者の帰住先の
保健所設置自治体が，退院後支援計画に基づき相談指導を行うということを制
度化したのである。そして，同 47 条の 2第 3項は，「措置都道府県及び関係都
道府県等は，第 1項の規定により退院後支援計画を作成しようとするときは，
厚生労働省令で定める場合を除き，退院後支援計画の内容について，第 51 条
の 11 の 2 第 1 項の精神障害者支援地域協議会における協議をしなければなら
ない」と規定し，退院後支援計画の作成についての協議や実施に係る連絡調整
は，51 条の 11 の 2 第 3 項によって精神障害者支援地域協議会の中に設けられ
る個別ケース検討会議（調整会議）で行うものとされており，この会議の構成
員については，「関係諸機関のうち支援対象者の退院後の医療その他援助の関





















































報保護法 23 条 1 項 3号は，「公衆衛生の向上のために，特に必要がある場合で
あって，本人の同意を得ることが困難であるときは，」事前に本人の同意を得
ることなく個人のデータを第三者に提供することができるとしている。また，


























































＊ なお，本稿は，2016 年 10 月 29 日に石川県立音楽堂で開催された，平成 28年
度全国精神医療審査会連絡協議会金沢シンポジウム「わが国における強制入院制
度の問題点について〜特に措置入院制度のあり方について〜」における報告に，
加筆・修正したものである。
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